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新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持、感染予防及び健康管理等に 

対する配慮について、経済団体などに協力を要請しました 

 
～雇用の維持、在宅勤務の実施や「三つの密」を避ける行動を呼びかけ～ 

 

＜参考：添付資料については略＞ 

１ 新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮及び感染拡大防止に向けた取組みに

関する要請書【別添１】 

２ 新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮に関する要請書について【別添２】 

３ 緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業で働く方々等の感染予防、健康管理の強化につ

いて【別添３】 

４ 協力依頼先の関係事業者団体等リスト【別添４】 

５ 群馬労働局 HP「特別労働相談窓口」について 

  URL https://jsite.mhlw.go.jp/gunma-roudoukyoku/2019_novel_coronavirus.html 

      新型コロナウイルス感染症に関する特設ページには、群馬労働局 HP トップページから

入れます。
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新型コロナウイルス感染症の影響により、人や物の動きが停滞し、事業活動を縮小せざる

を得ない事業者が生じており、経済全般にわたって甚大な影響をもたらしているところで

す。こうした状況を踏まえ、特に急激な事業変動の影響を受けやすい有期契約者、パートタ

イム労働者及び派遣労働者並びに新卒の内定者の方々等の雇用維持等に関して適切な配慮

を行うよう別添１、２のとおり関係事業者団体などに要請いたしました。 

また、４月 16 日に改正された「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（以下

「基本的対処方針」という。）では、在宅勤務（テレワーク）の強力な推進、職場での感染

防止の取り組み、「三つの密」を避ける行動の徹底などを促すこととされており、関係事業

者団体に対して、緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業で働く方々等の感染予防、

健康管理の強化について、別添３のとおり要請いたしました。  

なお、群馬労働局では、新型コロナウイルス感染症に関する特別労働相談窓口を設置し各

種相談に応じております。 



令 和 ２ 年 ４ 月 1 7 日 

 

一般社団法人 群馬県経営者協会会長  

 群馬県中小企業団体中央会会長 

 一般社団法人 群馬県商工会議所連合会会長   殿 

 群馬県商工会連合会会長  

 

新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮 

及び感染拡大防止に向けた取組みに関する要請書 

 

 

 日頃より、労働行政の推進に格別の御配意を賜り、厚くお礼申し上げます。 

 新型コロナウイルス感染症については、都市部を中心に感染者が急増し、４月７日に

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言が東京都をはじめ７都府

県に対して出されました。また、内外経済に甚大な影響をもたらしており、我が国経済

は厳しい状況に置かれています。 

 事業主の皆様の雇用維持の努力を一層強力に支援する必要があり、厚生労働省として

はこれまで、被保険者期間が６ヶ月未満の労働者も対象にするなど雇用調整助成金の特

例措置等を実施し、また貴団体に対しても雇用維持等に対する配慮の要請を行ってきた

ところですが、こうした状況を踏まえ、政府としては４月７日に緊急経済対策を取りま

とめたところです。緊急経済対策では、国民生活にとって最も重要な雇用の維持に引き

続き全力を挙げて取り組むこととしており、雇用調整助成金については、緊急対応期間

において解雇等を行わない雇用を維持する企業に対して、中小企業は 9/10、大企業で

も 3/4 に引き上げるとともに、雇用保険被保険者でない非正規雇用労働者も対象とする

などの拡充、制度を利用する事業者の利便のため、残業相殺の停止、至急迅速化のため

の事務処理体制の強化、手続きの簡素化を行うこととしております。 

 また、爆発的な感染の拡大を防ぐために、可能な限りの外出自粛等が求められており、

テレワークの活用など職場においても感染拡大防止に向けた取組が求められています。 

 つきましては、下記の事項につきまして、周知啓発に向けたご協力をお願い申し上げ

ます。 

なお、下記の事項につきましては、厚生労働大臣より（一般社団法人日本経済団体連

合会会長宛て・全国中小企業団体中央会会長宛て・日本商工会議所会頭宛て・全国商工

会連合会会長宛て）別添のとおり要請していることを申し添えます。 

 

群馬労働局においては、特別労働相談窓口を設置し各種相談に応じております。 

相談窓口の設置場所、特例措置等の各種支援の内容につきましては群馬労働局 HP



（https://jsite.mhlw.go.jp/gunma-roudoukyoku/2019_novel_coronavirus.html）をご

参照いただきますようお願いいたします。 

（参考）群馬労働局 HPトップページ > 【新型コロナウイルス感染症】相談窓口や各種

助成金、関連情報を取りまとめています（群馬労働局特設ページ） 

 

一 雇用調整助成金の特例措置等を活用していただき、従業員の雇用維持に努めていた

だくようお願いいたします。また、教育訓練を行った場合には雇用調整助成金の助

成額が加算されますので、新入社員については教育訓練の機会を設けるなど将来の

戦力として雇用を維持していただくようお願いいたします。 

 

二  職を失った方の再就職を促進するためにも求人を積極的に提出していただくなど、

職を失った方の雇入れについて特段のご配慮をお願いいたします。また、新卒者に

ついては、中長期的な視点に立って採用を進めていただくようお願いいたします。 

 

三 2019 年度卒業者等のうち入職時期の繰下げをしていた内定者については、できる

だけ早期の入職日を確定させるなど、特段のご配慮をいただくとともに、対象とな

った方からの補償等の要求には誠意を持ったご対応をお願いいたします 。 

 

四 2020 年度卒業予定者等が十分な就職活動を行えるよう、多様な通信手段を活用し

た説明会や面接・試験等、柔軟な日程の設定などによる一層の募集機会の提供を行

うなど最大限柔軟な対応を行うようお願いいたします。 

 

五 障害者の方など課題を抱える方の雇用の安定に向け、特段の配慮をお願い申し上げ

ます。また、外国人労働者についても、日本人と同様の配慮をお願いいたします。 

 

六 今般の新型コロナウイルス感染症により、事業の休止などを行う場合でも、可能な

限り、従業員の雇用維持に努めていただくようお願いいたします。また労働者を休業

させるときには、労使がよく話し合って労働者の不利益の回避に努めていただくよ

うお願いいたします。なお、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態

宣言や要請などがなされた場合でも、一律に労働基準法第 26 条の休業手当の支払義

務がなくなるものではないことにご留意ください。 

 

七 有期契約労働者、パートタイム労働者及び派遣労働者の方々等の雇用の安定とその

保護を図るため、解雇、雇止めや安易な労働者派遣契約の解除や不更新はお控えいた

だく等、特段の配慮をお願いいたします。やむを得ず雇止め、解雇等をしようとする

場合でも、労働者の生活の激変を緩和し求職活動への支障が生じないよう、社員寮等



に入居している労働者が離職後も引き続き一定期間入居できるよう、できる限りの

配慮に努めて頂くようお願いいたします。 

八 労働者が新型コロナウイルス感染症の陽性者等になったことをもって解雇・雇止め

を行うことのないようお願いいたします。また、新型コロナウイルスへの感染や、新

型コロナウイルスに関連して労働者が休暇を取得したこと等を理由とするいじめ・

嫌がらせが行われることのないよう、本年６月から職場におけるパワーハラスメン

ト防止のための雇用管理上の措置義務が施行されることも踏まえ、労働者に周知・啓

発する、適切な相談対応を行うなど、必要な対応を徹底していただくようお願いしま

す。 

 

九 新型コロナウイルス感染症への対応として、小学校等が臨時休業した場合等に、そ

の小学校等に通う子どもの保護者である労働者の休職に伴う所得の減少に対応する

ため、正規雇用労働者か非正規雇用労働者かを問わず、有給の休暇（労働基準法上の

年次有給休暇を除く。）を取得させた企業に対する助成金を創設しましたが、対象期

間を６月30日まで延長しました。従業員が安心して子どもの世話に専念できるよう、

有給の休暇制度導入をお願いいたします。 

 

十 新型コロナウイルス感染症の拡大を防ぐため、有期契約労働者、パートタイム労働

者及び派遣労働者の方々を含め、有給の特別休暇制度を設けるなど労働者が休みや

すい環境の整備、テレワークや時差通勤の積極的な活用の促進、従業員の感染の予防

にむけた取組等を行っていただきますようお願いいたします。その際、妊娠中の女性

労働者や、高齢者、基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患など）を有する方々に十

分な配慮をしていただくようお願いいたします。 

 

 

 

群 馬 労 働 局 長        

 

 

 

 

 

 

 

 

 



群労発雇均０４１７第１号 

令 和 ２ 年 ４ 月 １ ７ 日 

 

 

関係事業者団体代表者 殿 

 

 

群 馬 労 働 局 長       

 

 

 

新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮に関する要請について 

 

 新型コロナウイルス感染症の影響により、人や物の動きが停滞し、事業活動を縮小せ

ざるを得ない事業者が生じており、経済全般にわたって甚大な影響をもたらしていると

ころです。 

 また、４月７日には新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく新型インフルエン

ザ等緊急事態宣言が発出され、今後、更なる経済へ影響がもたらされることも懸念され

ます。 

 こうした状況等を踏まえ、政府としては、過去にない規模となるＧＤＰの２割に当た

る事業規模１０８兆円の経済対策を講じてまいります。特に、事業継続や雇用維持のた

め、実質無利子・無担保の資金繰り支援策を民間金融機関に拡大するとともに、特に厳

しい状況にある中小・小規模事業者等に対する給付金制度の創設、納税や社会保険料の

支払い猶予等の措置を講じてまいります。また、雇用調整助成金の特例措置もさらに拡

充し、解雇等を行わない雇用を維持する企業に対して、正規、非正規に関わらず、中小

企業は 9/10、大企業でも 3/4 に引き上げるなどの助成率の上乗せや、雇用保険被保険

者でない労働者の休業の対象への追加、申請に係る負担の軽減などの追加措置を実施し

ます。 

 貴団体におかれましては、これらの施策も活用いただくとともに、新型コロナウイル

ス感染症の世界的な拡大と緊急事態宣言という前例のない状況下において、特に急激な

事業変動の影響を受けやすい有期契約労働者、パートタイム労働者及び派遣労働者並び

に新卒の内定者の方々等の雇用の維持を図るため、改めて、下記の事項につきまして、

なお一層のご協力をお願い申し上げます。 

 なお、下記の事項につきましては、厚生労働大臣を始め、関係大臣とともに別添のと

おり要請を行っていることを申し添えます。 

 

別添２ 



群馬労働局においては、特別労働相談窓口を設置し各種相談に応じております。 

相談窓口の設置場所、特例措置等の各種支援の内容につきましては群馬労働局 HP

（https://jsite.mhlw.go.jp/gunma-roudoukyoku/2019_novel_coronavirus.html）をご

参照いただきますようお願いいたします。 

（参考）群馬労働局 HPトップページ > 【新型コロナウイルス感染症】相談窓口や各種

助成金、関連情報を取りまとめています（群馬労働局特設ページ） 

 

記 

 

一 事業継続に向けた資金繰り支援を活用していただくとともに、雇用調整助成金の特

例措置等を活用していただき、従業員の雇用維持に努めていただくようお願いいた

します。また、教育訓練を行った場合には雇用調整助成金の助成額が加算されます

ので、新入社員については教育訓練の機会を設けるなど将来の戦力として雇用を維

持していただくようお願いいたします。 

 

二 職を失った方の再就職を促進するためにも求人を積極的に提出していただくなど、

職を失った方の雇入れについて特段のご配慮をお願いいたします。また、新卒者につ

いては、中長期的な視点に立って採用を進めていただくようお願いいたします。 

 

三 2019 年度卒業者等のうち入職時期の繰下げをしていた内定者については、できる

だけ早期の入職日を確定させるなど、特段のご配慮をいただくとともに、対象となっ

た方からの補償等の要求には誠意を持ったご対応をお願いいたします。 

 

四 2020 年度卒業予定者等が十分な就職活動を行えるよう、多様な通信手段を活用し

た説明会や面接・試験等、柔軟な日程の設定などによる一層の募集機会の提供を行う

など最大限柔軟な対応を行うようお願いいたします。 

 

五 障害者の方など課題を抱える方の雇用の安定に向け、特段の配慮をお願い申し上げ

ます。また、外国人労働者についても、日本人と同様の配慮をお願いいたします。 

 

六 有期契約労働者、パートタイム労働者及び派遣労働者の方々等の雇用の安定等を図

るため、解雇、雇止めや安易な労働者派遣契約の解除等はお控えいただくなど特段の

配慮をお願いいたします。やむを得ず解雇、雇止め等をしようとする場合でも、労働

者の生活の激変を緩和し求職活動への支障が生じないよう、社員寮等に入居してい

る労働者が離職後も引き続き一定期間入居できるよう、できる限りの配慮に努めて

頂くようお願いいたします。 



七 新型コロナウイルス感染症の拡大を防ぐため、有期契約労働者、パートタイム労働

者及び派遣労働者の方々を含め、有給の特別休暇制度を設けるなど労働者が休みやす

い環境の整備、テレワークや時差通勤の積極的な活用の促進、従業員の感染の予防に

むけた取組等を行っていただきますようお願いいたします。その際、妊娠中の女性労

働者や、高齢者、基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患など）を有する方々に十分

な配慮をしていただくようお願いいたします。また、小学校等が臨時休業となる場合

等もありますので、子どもの世話が必要な労働者が休みやすい環境の整備をお願いい

たします。 

 

 

以上 

 



 令和２年４月 21 日 

一般社団法人群馬県経営者協会会長  

一般社団法人群馬県商工会議所連合会会長  

群馬県中小企業団体中央会会長  殿 

群馬県商工会連合会会長   

関係事業者団体代表者  

 

緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業で働く方々等の 

感染予防、健康管理の強化について 

 

 新型コロナウイルス感染症の拡大防止につきましては、令和２年４月７日に新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法第 32 条に基づく緊急事態宣言（以下「緊急事態宣言」という。）

が行われ、昨日、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（別添１。新型コ

ロナウイルス感染症対策本部決定。以下「基本的対処方針」という。）について全都道府

県を緊急事態措置の対象とする等の改正が行われ、「三（３）まん延防止」の⑫において、

緊急事態宣言の対象地域に属する特定都道府県について、在宅勤務（テレワーク）の強力

な推進、職場での感染防止の取組、「三つの密」を避ける行動の徹底等を促すこととされ

ております。 

また、基本的対処方針の別添においては、緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事

業者として、医療体制の維持、支援が必要な方々の保護の継続、国民の安定的な生活の確

保、社会の安定の維持等に不可欠な業務を行う事業者については、「三つの密」を避ける

ための取組を講じていただきつつ、事業の継続を求めることとされております。 

こうした状況にかんがみ、緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業で働く方々を

はじめとして、すべての職場で働く方々の感染を防止するために、職場における感染予防、

健康管理の強化に向けて、職場において事業者、労働者が一体となって、それぞれの事業

の特性も踏まえつつ、下記の対策に適切に取り組んでいただくこと、また、その際には、

妊娠中の女性労働者や、高齢者、基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患など）を有する

方々に十分な配慮をしていただくことについて、傘下団体・企業又は構成組織に対し、改

めて周知等いただき、職場における感染予防の取組促進に御協力いただきますようお願い

します。 

 

群 馬 労 働 局 長 

 

別添３ 



 

 

記 

 

１ 労務管理の基本的姿勢 

緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業者におかれては、まずは在宅勤務（テ

レワーク）を最大限活用して、必要最小限の出勤としていただきたいこと。 

また、職場への出勤が必要な労働者についても、感染拡大を防止しつつ業務を継続し

ていただくため、①ローテーションを組み交代勤務を実施することや時差通勤を導入す

ること等によって、人と人との接触機会を極力低減すること、②出張による移動を減ら

すためテレビ会議等を活用すること、③換気を徹底することや社内でもお互いの距離を

十分にとること等を通じて、「三つの密」（①密閉空間（換気の悪い密閉空間である）、

②密集場所（多くの人が密集している）、③密接場面（お互いに手を伸ばしたら届く距

離での会話や発声が行われる））を避ける取組を徹底していただきたいこと。 

また、それ以外の事業の事業者におかれては、上記の取組に留意の上、当該地域の感

染状況等を踏まえつつ、在宅勤務（テレワーク）の励行をはじめ出勤の機会を極力減ら

すなど感染防止対策のための行動の徹底を図っていただきたいこと。 

労働者の理解や協力を得つつ、事業者が主体となり、これらの取組を実施していただ

くに当たって、特に、以下の（１）から（３）にご留意いただきたいこと。 

なお、新型コロナウイルス感染症への対応策については、新たな知見が得られるたび

に充実しているところであるので、逐次厚生労働省ホームページの「新型コロナウイル

ス感染症について」を確認いただきたいこと。 

 

（１）テレワーク支援措置の活用 

テレワークについては、テレワークを新規で導入する中小企業等によるテレワーク

用通信機器の導入等に要した経費の助成やテレワーク相談センターにおける相談支

援、労働時間管理の留意点等をまとめたガイドラインの作成等を行っており、こうし

た施策も活用いただきながら、取組を進めていただきたいこと。 

 

（２）雇用調整助成金を活用した休業の実施 

感染拡大を防ぐため、労働者を休業させるときには、労使がよく話し合って労働者

の不利益の回避に努めていただきたいこと。なお、緊急事態宣言や要請などがなされ

た場合でも、一律に労働基準法第 26 条の休業手当の支払義務がなくなるものではない



ことにご留意いただきたいこと。 

また、同法に基づく休業手当の支払の要否にかかわらず、経済上の理由により事業

活動の縮小を余儀なくされた事業主が、正規雇用・非正規雇用にかかわらず、労働者

を休業させ、事業主がその分の休業手当を支払った場合、雇用調整助成金の対象にな

り得ることも踏まえ、労使が協力して、労働者を安心して休ませることができる体制

を整えていただきたいこと。 

雇用調整助成金については、緊急対応期間において解雇等を行わない企業に対して 

  助成率を引き上げるとともに、雇用保険被保険者でない非正規労働者も対象とする等

の拡充を行っており、その活用を通じて休業を検討いただきたいこと。 

 

（３）職場における感染防止の進め方 

職場における新型コロナウイルス感染症の大規模な感染拡大を防止するためには、

事業者、労働者それぞれが、職場内外での感染防止行動の徹底について正しい知識を

持って、職場や職務の実態に即した対策に取り組んでいただくことが必要であること。

このため、事業者においては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に積極的に取り

組む方針を定め、全ての労働者に伝えていただくとともに、労働者も取組の趣旨を踏

まえて感染拡大防止に向けた一人一人の行動変容を心がけていただくことが重要であ

ること。 

具体的には、①労働衛生管理体制の再確認、②換気の徹底等の作業環境管理、③職

場の実態に応じた作業管理、④手洗いの励行など感染予防に関する基本的な知識も含

めた労働衛生教育、⑤日々の体調管理等も含めた健康管理に留意して取組を実施いた

だきたいこと。 

 

２ 職場における感染予防対策の徹底について 

 新型コロナウイルス感染症の大規模な感染拡大を防止するために、以下の内容及び別

添２の「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリス

ト」を参考として、職場の実態に即した、実行可能な感染拡大防止対策を検討いただき

たいこと。 

 特に、緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業の中で、対人サービスが中心で

あるなどの理由で在宅勤務（テレワーク）の実施が困難な業種・職種については、以下

の（３）に示す業種・職種ごとの留意事項を参考に感染拡大防止対策に取り組んでいた

だきたいこと。 

 感染防止対策の検討に当たって、職場に、労働安全衛生法により、安全衛生委員会、



衛生委員会、産業医、衛生管理者、安全衛生推進者、衛生推進者等が設置・選任されて

いる場合、こうした衛生管理の知見を持つ労使関係者により構成する組織の有効活用を

図るとともに、労働衛生の担当者に対策の検討や実施への関与を求めていただきたいこ

と。その際、産業医等の助言を得つつ、妊娠中の女性労働者や、高齢者、基礎疾患（糖

尿病、心不全、呼吸器疾患など）を有する方々に対して、十分な労務管理上の配慮をし

ていただきたいこと。 

   

（１）職場内での感染防止行動の徹底 

（換気の徹底等） 

・ 必要換気量（一人あたり毎時 30m3）を満たし「換気が悪い空間」としないために、

職場の建物が機械換気（空気調和設備、機械換気設備）の場合、換気設備を適切に

運転・管理し、建築物衛生法関係法令の空気環境の調整に関する基準が満たされて

いることを確認すること。 

・ 職場の建物の窓が開閉可能な場合は、１時間に２回以上、窓を全開して換気を行

うこと。複数の窓がある場合、二方向の窓を開放すること。窓が一つしかない場合

は、ドアを開けること。 

 

（接触感染の防止） 

・ 物品・機器等（例：電話、パソコン、フリーアドレスのデスク等）については複

数人での共用をできる限り回避すること。 

・ 事業所内で労働者が触れることがある物品・機器等について、こまめに消毒を実

施すること。 

※ 手で触れる共有部分の消毒には、薄めた市販の家庭用塩素系漂白剤で拭いた後、水拭きす

ることが有効であること。家庭用塩素系漂白剤は、主成分が次亜塩素酸ナトリウムであるこ

とを確認の上、0.05%の濃度に薄めて使用いただきたいこと（使用方法の詳細はメーカーのホ

ームページ等で確認いただきたいこと）。 

・ せっけんによるこまめな手洗いを徹底すること。また、洗面台、トイレ等に手洗

いの実施について掲示を行うこと。 

※ 厚生労働省のホームページ「新型コロナウイルス感染症について」に掲載されている手洗

いの啓発用リーフレット「接触感染に注意！」を活用いただきたいこと。 

・ 入手可能な場合には、感染防止に有効とされている手指消毒用アルコールを職場

に備え付けて使用すること。 

・ 外来者、顧客・取引先等に対し、感染防止措置への協力を要請すること。 



 

（飛沫感染の防止） 

・ 咳エチケットを徹底すること。 

・ 風通しの悪い空間や人が至近距離で会話する環境は感染リスクが高いことから、

その規模の大小にかかわらず、換気等の励行により風通しの悪い空間をなるべく作

らない等の工夫をすること。 

・ 事務所や作業場においては、人と人との間に十分な距離を保持（１メートル以上）

すること。また、会話や発声時には、特に間隔を空ける（２メートル以上）こと。 

・ テレビ会議、電話、電子メール等の活用により、人が集まる形での会議等をでき

る限り回避すること。 

・ 外来者、顧客・取引先等との対面での接触や、これが避けられない場合は、距離

（２メートル以上）を取ること。また、業務の性質上、対人距離等の確保が困難な

場合は、マスクを着用すること。 

・ 社員食堂での感染防止のため、座席数を減らす、昼休み等の休憩時間に幅を持た

せて利用者の集中を避ける等の措置を講じること。 

・ その他密閉、密集、密接とならないよう、施設の利用方法について検討すること。 

 

（一般的な健康確保措置の徹底等） 

・ 疲労の蓄積（易感染性）につながるおそれがある長時間の時間外労働等を避ける

こと。 

・ 一人一人が十分な栄養摂取と睡眠の確保を心がけるなど健康管理を行うこと。 

・ 職場において、労働者の日々の健康状態の把握に配意すること（例：出勤前や出

社時等に体温測定を行うなど、風邪の症状を含め体調を確認する等）。 

 

（２）通勤・外勤に関する感染防止行動の徹底 

（接触感染の防止） 

・ 出社・帰宅時、飲食前の手洗いや手指のアルコール消毒を徹底すること。 

 

（飛沫感染の防止） 

・ 咳エチケットを徹底すること。 

・ 多くの人が公共交通機関に集中することを避ける、職場内の労働者の密度を下げ

る等の観点から、時差通勤のほか、可能な場合には公共交通機関を利用しない方法

（自転車通勤、徒歩通勤等）の積極的な活用を図ること。あわせて、適切な労働時



間管理、超過勤務の抑制にも留意すること。 

・ 通勤時、外勤時の移動においては、電車等の車内換気に協力すること。 

・ 通勤時、外勤時の移動で、電車、バス、タクシー等を利用する場合には、不必要

な会話等を抑制すること。 

 

（３）在宅勤務（テレワーク）の実施が困難な業種・職種についての留意事項 

緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業の中で、対人サービスが中心である

などの理由で在宅勤務（テレワーク）の実施が困難な業種・職種のうち、以下につい

ては、上記（１）に加え、次の事項にも留意していただきたいこと。 

ア 医療関係者等の感染防止 

（ア）医療機関における感染防止 

・ 医療機関における労働者の感染防止については、都道府県等衛生主管部局宛

て厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡（令和２年２月

21 日付け「医療機関における新型コロナウイルス感染症への対応について（そ

の２）」、令和２年２月 25 日付け「医療施設等における新型コロナウイルス

感染症への対応について」及び令和２年３月 11 日付け「新型コロナウイルス

感染症が疑われる者の診療に関する留意点について」）に示されているとおり、

呼吸器症状のある患者の診療時にはサージカルマスクを着用し、手指衛生を遵

守するなどの標準予防策の遵守の徹底を改めて図っていただきたいこと 

（イ）新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養施設における感染防止 

・ 宿泊療養施設の運営に携わる労働者の感染防止については、①施設の組織運

営の観点から配慮すべき点、②施設運営に携わる労働者に対する感染防止対策

について指導を行う際に配慮すべき点等について、「新型コロナウイルスに関

するＱ＆Ａ（軽症者等の宿泊療養を実施する宿泊施設等の運営者の方向け）」

（厚生労働省ホームページに掲載）に示されており、これを活用いただきたい

こと。 

・ 宿泊療養施設の運営の一部を請負契約によって外部委託する場合には、施設

の全体統括責任者は、①請負業者との連絡調整を行う責任者の選任、②請負業

者との協議を行う会議の設置・運営、③請負業者の具体的な作業内容や留意点

を記載した作業指示書の作成、④請負業者が自社の労働者に実施する感染防止

対策に関する教育への指導・援助などを行っていただくことが望まれること。 

 

イ 旅客・貨物運送事業の運転者等の感染防止 



・ 旅客・貨物運送事業の運転者等の感染防止については、国土交通省より、従業

員の感染症対策や健康管理及び休みやすい環境の整備等が要請されているとこ

ろ、これらの徹底を図っていただきたいこと。また、運転者はもとより公共交通

機関の利用者に対しても、咳エチケットやテレワーク・時差通勤等といった対策

について周知徹底していただきたいこと。 

 

ウ 介護・福祉労働者の感染防止 

・ 介護・福祉等の利用者に接する労働者の感染防止については、「社会福祉施設

等における感染拡大防止のための留意点について （その２）」（令和２年４月

７日付け都道府県等民生主管部局宛て厚生労働省健康局結核感染症課、子ども家

庭局家庭福祉課、子ども家庭局母子保健課、社会・援護局保護課、社会援護局福

祉基盤課、社会・援護局障害保健福祉部企画課、社会・援護局障害保健福祉部障

害福祉課、老健局総務課認知症施策推進室、老健局高齢者支援課、老健局振興課

及び老健局老人保健課連名事務連絡）に示されているとおり、利用者の健康の状

態や変化の有無に留意する、緊急やむを得ない場合を除き面会を制限するなどの

対策について改めて徹底いただきたいこと。 

 

エ 保育所等の労働者の感染防止 

・ 保育所等の労働者の感染防止については、「保育所における感染症対策ガイド

ライン（2018 年度改訂版）」や「保育所等における感染拡大防止のための留意点

について」（令和２年２月 25 日付け都道府県等保育担当部局及び地域子ども・

子育て支援事業担当部局宛て厚生労働省子ども家庭局総務課少子化総合対策室、

保育課及び子育て支援課連名事務連絡）に示されているとおり、職員の出勤前の

検温、委託業者等との物品の受け渡し等は施設の限られた場所で行うなどの対策

の徹底を改めて図っていただきたいこと。 

 

オ 宿泊施設の労働者の感染防止 

・ 宿泊施設の労働者の感染防止については、「旅館等の宿泊施設における新型コ

ロナウイルス感染症への対応について」（令和２年２月５日付け健感発 0205 第

１号、薬生衛発 0205 第１号都道府県、保健所設置市、特別区衛生主管部局長宛

て厚生労働省健康局結核感染症課長、医薬・生活衛生局生活衛生課長連名通知）

や「新型コロナウイルスの感染症対策について」（令和２年２月 13 日付け（一

社）日本ホテル協会、（一社）全日本シティホテル連盟、（一社）日本旅館協会、



全国旅館ホテル生活衛生同業組合宛て観光庁観光産業課長事務連絡）等に示され

ているとおり、マスクの着用や手洗い、消毒などの感染症対策を改めて徹底いた

だきたいこと。 

 

    緊急事態宣言時に事業の継続が求められる事業以外でも、学校運営上、教職員等の出

勤が必要な場合には、学校の教職員等の感染防止について以下に留意いただきたいこ

と。 

・ 学校の教職員等の感染防止については、文部科学省より、「新型コロナウイルス

感染症の大規模な感染拡大に向けた職場における対応について（通知）」（令和２

年４月６日付け都道府県等教育委員会教育長宛て文部科学省初等中等教育局初等

中等教育企画課長、財務課長及び健康教育・食育課長通知２初初企第１号）等に示

されているとおり、換気の徹底、接触感染の防止、飛沫感染の防止などの感染防止

行動を改めて徹底いただきたいこと。 

 

３ 風邪症状を呈する労働者への対応について 

新型コロナウイルスに感染した場合、数日から 14 日程度の潜伏期間を経て発症するた

め、発症初期の症状は、発熱、咳など普通の風邪と見分けが付かない。このため、発熱、

咳などの風邪症状がみられる労働者については、新型コロナウイルスに感染している可

能性を考えた労務管理とすること。具体的には、次のような対応が考えられること。特

に、①高齢者、②基礎疾患がある者、③免疫抑制状態にある者、④妊娠している者につ

いて配慮すること。 

・ 発熱、咳などの風邪症状がみられる労働者への出勤免除の実施やテレワークの指

示を行うとともに、その間の外出自粛を勧奨すること。 

・ 労働者を休業させる場合、欠勤中の賃金の取扱いについては、労使で十分に話し

合い、労使が協力して、労働者が安心して休暇を取得できる体制を整えること。 

・ 風邪の症状が出現した労働者が医療機関を受診するため等やむを得ず外出する場

合でも、公共交通機関の利用は極力控えるよう注意喚起すること。 

・ 「新型コロナウイルス感染症についての相談の目安（具体的な目安は以下を参照）」

を労働者に周知・徹底し、これに該当する場合には、帰国者・接触者相談センター

に電話で相談し、同センターから帰国者・接触者外来の受診を指示された場合には、

その指示に従うよう促すこと。 

「新型コロナウイルス感染症についての相談の目安」 

次の条件のいずれかに該当する場合には、最寄りの保健所などに設置される「帰国者・



接触者相談センター」にお問い合わせいただきたいこと。 

① 一般の方（②及び③以外の方）： 

・ 労働者に風邪の症状や 37.5℃以上の発熱が４日以上続いている場合（解熱剤を飲み

続けなければならないときを含む。） 

・ 強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある場合 

② 高齢者をはじめ、基礎疾患（糖尿病、心不全、呼吸器疾患（慢性閉塞性肺疾患など））

がある方や透析を受けている方、免疫抑制剤や抗がん剤などを用いている方： 

・ 風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が２日程度続く場合 

・ 強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある場合 

③ 妊娠中の方： 

・ 風邪の症状や 37.5 度以上の発熱が２日以上続く場合 

・ 強いだるさ（倦怠感）や息苦しさ（呼吸困難）がある場合 

 

４ 新型コロナウイルス感染症の陽性者等が発生した場合の対応について 

（１）衛生上の職場の対応ルールについて 

 事業者においては、職場に新型コロナウイルスの陽性者や濃厚接触者（以下「陽性者

等」という。）が発生した場合に備え、以下の項目を盛り込んだ対応ルールを作成し、

労働者に周知いただきたいこと。なお、企業における具体的な取組事例を取りまとめた

別添３の「新型コロナウイルス感染症の陽性者等が発生した場合の衛生上の対応ルール

（例）」を適宜参考にしていただきたいこと。 

 併せて、新型コロナウイルス感染症の陽性者について、労働安全衛生法に基づく労働

者死傷病報告の提出に留意すること。 

・ 労働者が陽性者等であると判明した場合の事業者への報告に関すること（報告先

の部署・担当者、報告のあった情報を取り扱う担当者の範囲等） 

・ 労働者が陽性者等であると判明した場合の保健所との連携に関すること（保健所

と連携する部署・担当者、保健所と連携して対応する際の陽性者と接触した労働者

の対応等） 

・ 職場の消毒等が必要になった場合の対応に関すること 

・ 労働者が陽性者等になったことをもって、解雇その他の不利益な取扱いや差別等

を受けることはないこと 

・ その他必要に応じ、休業や賃金の取扱いなどに関すること等 

 

（２）労災保険制度について 



労働者が新型コロナウイルス感染症に罹患し、業務又は通勤に起因して発症したも

のと認められる場合には、労災保険給付の対象となることから、労災保険制度につい

て周知していただいた上、適切に請求を勧奨していただきたいこと。 

 

５ 新型コロナウイルス感染症に対する正しい情報の収集等 

 事業者においては、国、地方自治体等がホームページ等を通じて提供している最新の

情報を収集し、必要に応じ感染拡大を防止するための知識・知見等を労働者に周知いた

だきたいこと。その際、心の健康相談などのメンタルヘルスに関する相談やＤＶや児童

虐待に関する相談などの窓口についても、必要に応じ、労働者に周知いただきたいこと。 

 なお、新型コロナウイルス感染症に関する個別の労働紛争があった場合は、都道府県

労働局の総合労働相談コーナーにおいて相談を受け付けていることも、併せて周知いた

だきたいこと。 

 

《ご参考》 新型コロナウイルス感染症に関する群馬労働局特設ページについて 

新型コロナウイルス感染症に係る相談窓口や各種助成金、関連情報につきましては  

群馬労働局 HP（群馬労働局特設ページ）     

（https://jsite.mhlw.go.jp/gunma-roudoukyoku/2019_novel_coronavirus.html）  

をご参照いただきますようお願いいたします。 

⇒「群馬労働局特設ページ」には群馬労働局 HP のトップページから入れます。 



名　　　　　称 郵便番号 住　　　　　所

一般社団法人　群馬労働基準協会連合会 ３７１－００３１ 前橋市下小出町２－１６－１６

一般社団法人　高崎労働基準協会 ３７０－００４５ 高崎市東町１７２－１６　共済会館内

一般社団法人　前橋労働基準協会 ３７１－００１７ 前橋市日吉町１－８－１　商工会議所会館４階

一般社団法人　伊勢崎労働基準協会 ３７２－００１４ 伊勢崎市昭和町３９１９　商工会議所会館内

桐生労働基準協会 ３７６－００４４ 桐生市永楽町６－６　桐生織物記念館２階

一般社団法人　太田労働基準協会 ３７３－０８１７ 太田市飯塚町８７－１

沼田労働基準協会 ３７８－００４２ 沼田市西倉内町６６９－１　商工会議所会館内

藤岡労働基準協会 ３７５－００２４ 藤岡市藤岡８５３－１　商工会議所内

館林労働基準協会 ３７４－００２３ 館林市大手町１０－１　商工会議所内

渋川労働基準協会 ３７７－０００４ 渋川市半田３１７８－１(株)高進４階

吾妻労働基準協会 ３７７－０４２４ 吾妻郡中之条町大字中之条町７９３　吾妻建設会館内

大泉労働基準協会 ３７０－０５２３ 邑楽郡大泉町大字吉田２４６７　大泉商工会内

群馬県社会保険労務士会 ３７１－０８４６ 前橋市元総社町５２８－９

群馬県よろず支援拠点（公益財団法人群馬県産業支援機構） ３７９－２１４７ 前橋市亀里町884-1　群馬産業技術センター１階

一般社団法人　群馬県法人会連合会 ３７１－００１７ 前橋市日吉町１－８－１　　　商工会議所会館４Ｆ

関東信越税理士会群馬県支部連合会 ３７１－００２６ 前橋市大手町３－３－１   群馬県中小企業会館内

ＪＡ群馬中央会 ３７９－２１４７ 前橋市亀里町１３１０

公益社団法人　群馬県医師会 ３７１－００２２ 前橋市千代田町１－７－４

公益社団法人　群馬県歯科医師会 ３７１－０８４７ 前橋市大友町１－５－１７

公益社団法人　群馬県柔道整復師会 ３７１－００２２ 前橋市千代田町１－１－８

群馬県行政書士会 ３７１－００１７ 前橋市日吉町１－８－１　　前橋商工会議所会館４Ｆ

群馬司法書士会 ３７１－００２３ 前橋市本町１－５－４

群馬県理容生活衛生同業組合 ３７１－０８０５ 前橋市南町３－６１－５

群馬県美容業生活衛生同業組合 ３７１－０００６ 前橋市石関町１３６－１

群馬県クリーニング生活衛生同業組合 ３７１－００２７ 前橋市平和町１－４－２２

(独)労働者健康安全機構　群馬産業保健総合支援センター ３７１－００２２ 前橋市千代田町１－７－４　群馬メディカルセンター２F

（独）　高齢・障害・求職者雇用支援機構　群馬障害者職業センター ３７９－２１５４ 前橋市天川大島町１３０－１

公益財団法人　産業雇用安定センター　群馬事務所 ３７１－０８４４ 前橋市古市町１－５０－１　　吉野屋ビル３Ｆ

公益財団法人　介護労働安定センター　群馬支所 ３７１－００２２ 前橋市千代田町１－１４－１　橋詰広瀬川ビル２Ｆ

公益財団法人　群馬県長寿社会づくり財団群馬県シルバー人材セン
ター連合

３７１－８５１７ 前橋市新前橋町１３－１2　　群馬県社会福祉総合センター５Ｆ

公益財団法人　前橋市まちづくり公社 ３７１－００２２ 前橋市千代田町２－５－１　前橋テルサ５F

一般社団法人群馬県タクシー協会 ３７９－２１６６ 前橋市野中町５８８

一般社団法人　群馬県バス協会 ３７９－２１６６ 前橋市野中町５８８

建設業労働災害防止協会　群馬県支部 ３７１－０８４６ 前橋市元総社町2-5-3　【一般社団法人　群馬県建設業協会】

陸上貨物運送事業労働災害防止協会　群馬県支部 ３７９－２１９４ 前橋市野中町595　　群馬県トラック総合会館内

林業・木材製造業労働災害防止協会　群馬県支部 ３７９－２１３１ 前橋市西善町524-1　木材振興センタービル

一般社団法人　日本ボイラ協会　群馬支部 ３７１－０８０５ 前橋市南町4-30-3　勢多会館１F

一般社団法人　日本クレーン協会　群馬支部 ３７１－０２３３ 前橋市横沢町610

群馬県砕石工業組合 ３７１－０８５５ 前橋市問屋町1-10-6　HSビル

公益社団法人　建設荷役車両安全技術協会　群馬県支部 ３７１－０８０５ 前橋市南町4-30-3　勢多会館１F

群馬県旅館ホテル生活衛生同業組合 ３７１－００５１ 前橋市上細井町２０３５

群馬県印刷工業組合 ３７１－０８４６ 前橋市元総社町６７　朝日印刷工業（株）様内

群馬県紙器ダンボール箱工業組合 ３７０－００４２ 高崎市貝沢町８３７三友紙業株式会社様内 　植松 巌　殿

群馬県麺類生活衛生同業組合 ３７１－００２５ 前橋市紅雲町１－２２－２　前麺会館内

群馬県飲食業生活衛生同業組合 ３７１－００２５ 前橋市紅雲町１－７－１２　群馬県住宅供給公社ビル４Ｆ　センター内

群馬県職業能力開発協会 ３７２－０８０１ 伊勢崎市宮子町1211-1

群馬県私立中学高等学校協会 ３７１－０８５４ 前橋市大渡町1-10-7　公社総合ビル６階

　　　　　　　　　　　　　　　協力依頼先の関係事業者団体等リスト　　　　　　　　　　別添４



一般社団法人　群馬県専修学校各種学校連合会 ３７１－０８５４ 前橋市大渡町1-10-7　公社総合ビル６階

群馬県私立大学協会 ３７１－０８５４ 前橋市大渡町1-10-7　公社総合ビル６階

一般社団法人　群馬県銀行協会 ３７１－００２６ 前橋市大手町2-10-1

一般社団法人　群馬県信用金庫協会 ３７１－００２６ 前橋市大手町3-3-1   群馬県中小企業会館内

一般社団法人　群馬県信用組合協会 ３７１－００２６ 前橋市大手町3-3-1   群馬県中小企業会館内

群馬県生活衛生同業組合連合会（№45と同じ） ３７１－００２５ 前橋市紅雲町１－７－１２　群馬県住宅供給公社ビル４Ｆ　センター内

全国労働保険事務組合連合会群馬支部 ３７１－００１７ 前橋市日吉町１－８－１　　前橋商工会議所会館４Ｆ

日本労働組合総連合会・群馬県連合会 ３７９－２１６６ 前橋市野中町３６１－２県勤労福祉センター２階

経済団体

一般社団法人　群馬県経営者協会 371-0026 前橋市大手町３－３－１　 群馬県中小企業会館

群馬県中小企業団体中央会 371-0026 前橋市大手町３－３－１　 群馬県中小企業会館

一般社団法人　群馬県商工会議所連合会 371-0026 前橋市大手町３－３－１　 群馬県中小企業会館

群馬県商工会連合会 371-0047 前橋市関根町３－８－１


